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Ⅰ 平成２８年度次世代人材育成・少子高齢化対策特別委員会に係る歳入歳出予算の総括

１ 一 般 会 計

（単位：千円）

28 年 度 前 年 度 比 較 財 源 内 訳

当 初 当 初 最 終 特 定 財 源区 分 増 減 率
予 算 額 予 算 額 予 算 額 Ａ 一般財源× 100 分 担 金 使 用 料 財 産Ｂ 国支出金 諸 収 入 繰 入 金 県 債Ａ Ｂ Ａ － Ｂ 負 担 金 手 数 料 収 入

保 健 福 祉 部 1,451,552 1,573,927 1,554,765 △122,375 92.2 177,011 88,331 1,186,210

県 民 環 境 部 9,153,299 7,394,874 7,854,720 1,758,425 123.8 1,955,221 10,156 7,307 3,415 1,300 872,051 5,000 6,298,849

商工労働観光部 668,850 650,000 666,500 18,850 102.9 13,480 650,000 5,370

教 育 委 員 会 138,992 120,866 122,358 18,126 115.0 56,591 82,401

計 11,412,693 9,739,667 10,198,343 1,673,026 117.2 2,202,303 10,156 7,307 3,415 1,300 1,610,382 5,000 7,572,830
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２ 特 別 会 計

（単位：千円）

28 年 度 前 年 度 比 較 財 源 内 訳

当 初 当 初 最 終区 分 会 計 名 増 減 率 国支出金 分 担 金 使 用 料 諸 収 入 繰 入 金 繰 越 金 県 債
予 算 額 予 算 額 予 算 額 負 担 金 手 数 料Ａ× 100Ａ Ｂ Ａ － Ｂ Ｂ

母子父子寡婦
県 民 環 境 部 福 祉 資 金 215,226 241,005 231,005 △25,779 89.3 106,485 108,741

貸 付 金
特 別 会 計

中小企業・
商工労働観光部 雇 用 対 策 1,306,690 1,307,817 1,307,817 △1,127 99.9 656,690 650,000

事 業
特 別 会 計

計 1,521,916 1,548,822 1,538,822 △26,906 98.3 763,175 650,000 108,741
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Ⅱ 各部予算計上等の状況

１ 保 健 福 祉 部

(1) 組織図及び事務分掌

① 組 織 図

担当職員数 ４２名（うち２名併任）

部 長 医療政策課長 副課長(広域医療課副課長兼務） 看 護 担 当 ５名

 田 英一郎 原 田 治 喜 髙 﨑 美 穂 課 長 補 佐 梅 田 弥 生

副 部 長

大 西 英 治

次長（医療介護連携担当） 広域医療課長 副課長(医療政策課副課長本務） 広 域 医 療 推 進 担 当 ６名（併任2名）

鎌 村 好 孝 日 下 浩 一 (髙 﨑 美 穂) 課 長 補 佐 小 濱 由美子

主 査 兼 係 長 安 藤 秀 樹

健康増進課長 副 課 長 母 子 ・ こ こ ろ の 健 康 担 当 ６名

大 端 克 志 原 内 孝 子 課 長 補 佐 久 保 美 春

主 査 兼 係 長 布 川 純 子

係 長 山 田 久美子

感染症・疾病対策室長 感 染 症 ・ 疾 病 対 策 担 当 ６名

柴 原 恵 美 室 長 補 佐 張 功 人
係 長 武 田 史 代

同 井 原 香
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地域福祉課長 副 課 長 地 域 福 祉 ・ 援 護 担 当 ８名

酒 巻 英 紀 天 羽 勤 課 長 補 佐 福 井 明 生

同 神 原 三千代
主 査 兼 係 長 森 内 悠 子

係 長 酒 井 尚 子
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② 事 務 分 掌

○ 医 療 政 策 課

課 長 原 田 治 喜

副 課 長 髙 﨑 美 穂

担 当 名 分 掌 事 務 担 当 者 名

看 護 担 当 １．看護職員の養成・確保に関すること。 課 長 補 佐 梅 田 弥 生

○ 広 域 医 療 課

課 長 日 下 浩 一
副 課 長(医療政策課副課長本務） (髙 﨑 美 穂）

担 当 名 分 掌 事 務 担 当 者 名

広域医療推進担当 １．小児救急医療に関すること。 課 長 補 佐 小 濱 由美子
主査兼係長 安 藤 秀 樹
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○ 健 康 増 進 課

課 長 大 端 克 志

室 長 柴 原 恵 美

副 課 長 原 内 孝 子

担 当 名 分 掌 事 務 担 当 者 名

母 子 ・ こ こ ろ １．母子保健法の施行に関すること。 課 長 補 佐 久 保 美 春
の 健 康 担 当 ２．母子保健対策事業に関すること。 主査兼係長 布 川 純 子

係 長 山 田 久美子

感 染 症 ・ 疾 病 １．小児慢性特定疾病に関すること。 室 長 補 佐 張 功 人

対 策 担 当 係 長 武 田 史 代
同 井 原 香

○ 地域福祉課
課 長 酒 巻 英 紀

副 課 長 天 羽 勤

担 当 名 分 掌 事 務 担 当 者 名

地域福祉・援護担当 １．福祉・介護人材の確保に関すること。 課 長 補 佐 福 井 明 生

同 神 原 三千代

主査兼係長 森 内 悠 子

係 長 酒 井 尚 子
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（2）平成２８年度当初予算の状況

① 一 般 会 計

（単位：千円）

2 8 年 度 前 年 度 比 較

区 分 目 名 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 最終予算額 増 減 率 摘 要
Ａ

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ ×100
Ｂ

医 療 政 策 課 医 務 費 17,250 16,860 16,860 390 102.3 ① 救急医療対策費 (17,250)

救急医療体制の整備・充実を図るための経費

ア 小児救急医療総合対策事業費 17,250

保 健 師 等 58,539 55,671 55,671 2,868 105.2 ① 看護関係対策費 (58,539)

指導管理費 看護職員の養成，確保，就労促進及び離職防

止を図るための経費

ア 病院内保育所運営費補助事業費 58,539

医 療 政 策 課 75,789 72,531 72,531 3,258 104.5

計
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（単位：千円）

2 8 年 度 前 年 度 比 較

区 分 目 名 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 最終予算額 増 減 率 摘 要
Ａ

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ ×100
Ｂ

健 康 増 進 課 公 衆 衛 生 1,368,763 1,501,396 1,482,234 △132,633 91.2 ① 母子保健対策費 (361,751)

総 務 費 (1,506,596) (△137,833) (90.9) 妊産婦，乳幼児の健康の保持及び増進を図る

ための検査，医療給付等に要する経費

ア 小児等医療給付事業費 143,762

イ 生涯を通じた女性の健康支援事業費 157,206

(ｱ) こうのとり応援事業 154,222

ウ 周産期医療体制確立事業費 34,497

(ｱ) 周産期医療体制確立事業 6,529

(ｲ) 地域周産期母子医療センター運営事業

27,968

エ○新 育まれた命を守る体制整備事業費 750

オ○新 ライフプラン推進事業費 4,000

② 子どもはぐくみ医療助成費 (1,007,012)

子育て世帯の経済的負担を軽減し，安心して子育て

ができる環境を提供するため，小学校修了までの入院

医療費及び通院医療費の助成に要する経費

健 康 増 進 課 1,368,763 1,501,396 1,482,234 △132,633 91.2

計 (1,506,596) (△137,833) (90.9)

地 域 福 祉 課 社 会 福 祉 7,000 0 0 7,000 皆増 ① 社会福祉振興対策費 (7,000)

総 務 費 生活困窮世帯等の子どもの学習支援等に要

する経費

ア○新 子どもの「家庭と学び」のサポート事業

7,000

地 域 福 祉 課 7,000 0 0 7,000 皆増

計

保 健 福 祉 部 1,451,552 1,573,927 1,554,765 △122,375 92.2

合 計 (1,579,127) (△127,575) (91.9)

（注） 平成２７年６月定例会で補正予算額の計上があった場合については、「前年度当初予算額」欄、「比較」の中の「増減」欄
及び「率」欄それぞれの下段に（ ）書きで平成２７年６月補正後予算額等を計上しています。

-8-



(3) 重 点 事 業

① 保健・医療体制の確保

ア 急な小児の疾病に対応するため，専門的な知識と経験を有する医師・看護師が電話相談に応じる「徳島こども救急電話相談」の周知及び円
滑な運営を行い，子育て中の保護者の不安の軽減を図り，安心して子育てができる環境づくりを推進する。

イ 思春期から妊娠・出産・育児期を通じ，一貫した母子保健事業を推進するとともに，引き続き不妊・不育相談を行い，不妊治療費助成事業

においては，制度を拡充し,胚凍結保存や男性不妊治療に対する助成を実施するなど，安心して出産できる環境の整備を図る。また，子育て世

帯の経済的負担を軽減するため，子どもの医療費助成を行う。
ウ 看護職員をはじめとする医療従事者の離職防止や再就業を促進するため，病院内保育所を設置する病院等に対し，運営に必要な経費の補助

を行い，子育てをしながら安心して働くことのできる環境の整備を図る。
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２ 県 民 環 境 部

(1) 組織図及び事務分掌

① 組 織 図

担当職員数 ４０名（うち ３名併任）

部 長 男女参画･人権課長 副課長 男女共同参画担当 ５名

（うち１名併任）

田 尾 幹 司 露 口 悦 之 刈 谷 広 恵 課長 補佐 大 端 香 代

課長 補佐 藤 井 八重子

主査兼係長 原 田 智 子

副部長

手 塚 俊 明

次世代育成・青少年課長 副課長 次世代人材育成担当 ６名

次長（女性活躍担当） 課長 補佐 辻 幸 代

川 村 美 樹 溝 杭 功 祐 課長 補佐 丸 山 明 美

竹 岡 幸 子 主査兼係長 津 村 直 樹

係 長 平 畠 充 祐

若者・青少年育成担当 ７名

（うち１名併任）
課長 補佐 岡 山 愛

課長 補佐 南 紀 子

課長 補佐 (吉 田 直 正)
(警察本部少年女性安全対策課人身安全対策官本務)

係 長 川 口 治 代

係 長 加 藤 泰
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子ども・子育て支援室長 育成支援・施設担当 ８名

（うち１名併任）

東 條 揚 子 室長 補佐 髙 瀨 文 彦

室長 補佐 宮 内 計 典

主査兼係長 来 島 貴実子

係 長 大 谷 操

児童養護・ひとり親家庭支援担当

６名
主任専門員 福 田 紀 子

室長 補佐 友 井 史 絵

係 長 中 村 愛
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② 事 務 分 掌

○ 男女参画･人権課
課 長 露 口 悦 之

副 課 長 刈 谷 広 恵

担 当 名 分 掌 事 務 担 当 者 名

１ 男女共同参画社会の推進に係る企画及び調整に関すること 課長補佐 大 端 香 代

２ 徳島県男女共同参画推進条例の施行に関すること 課長補佐 藤 井 八重子
３ 徳島県男女共同参画基本計画に関すること 主査兼係長 原 田 智 子

男女共同参画担当 ４ 徳島県男女共同参画会議に関すること

５ 徳島県立男女共同参画交流センターに関すること

６ こども女性相談センター（女性支援に係るものに限る。）に関すること

７ 配偶者からの暴力による被害者の保護に関すること
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○ 次世代育成・青少年課

課 長 川 村 美 樹

副 課 長 溝 杭 功 祐

担 当 名 分 掌 事 務 担 当 者 名

１ 少子化対応県民会議及び少子化社会対策推進会議に関すること 課長補佐 辻 幸 代

２ 徳島県次世代育成支援行動計画に関すること 課長補佐 丸 山 明 美

３ 少子化対策緊急強化基金に関すること 主査兼係長 津 村 直 樹

４ 地域少子化対策推進協議会に関すること 係 長 平 畠 充 祐

５ 子どものはぐくみ条例に関すること

次世代人材育成担当 ６ 地域少子化対策強化事業に関すること

７ 日本創生のための将来世代応援知事同盟に関すること

８ 四国少子化対策会議に関すること

９ 子育て総合支援センターの運営に関すること

10 子ども会連合会に関すること

１ 青少年健全育成条例に関すること 課長補佐 岡 山 愛

２ とくしま青少年プラン２０１２に関すること 課長補佐 南 紀 子

３ 青少年健全育成審議会に関すること 課長補佐 (吉 田 直 正)

４ 子ども・若者支援地域協議会に関すること (警察本部少年女性安全対策課人身安全対策官本務)

若者・青少年育成担当 ５ とくぎんトモニプラザ（県青少年センター）に関すること 係 長 川 口 治 代

６ 青少年の国際交流推進事業に関すること 係 長 加 藤 泰

７ とくしま若者未来夢づくりセンター推進事業に関すること

８ 結婚支援事業に関すること
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○ 子ども・子育て支援室

室 長 東 條 揚 子

担 当 名 分 掌 事 務 担 当 者 名

１ 子ども・子育て支援新制度に関すること 室長補佐 髙 瀨 文 彦

２ 社会福祉法人・児童福祉施設の運営指導 室長補佐 宮 内 計 典

３ 保育関係団体等の運営指導 主査兼係長 来 島 貴実子

４ 安心こども基金に関すること 係 長 大 谷 操

育成支援・施設担当 ５ 保育所の運営指導に関すること

６ 認可外保育施設の指導監督に関すること

７ 保育所・認定こども園の設置・認可等に関すること

８ 放課後児童健全育成事業（放課後子ども総合プラン）に関すること

９ 保育士等の人材確保，養成に関すること

１ こども女性相談センター（児童相談）及び徳島学院の運営指導 主任専門員 福 田 紀 子

２ 児童福祉施設（児童養護施設，乳児院，母子生活支援施設，助産施設）及びファ 室長補佐 友 井 史 絵

ミリーホームの運営指導（法人の運営指導を含む） 係 長 中 村 愛

３ 母子父子寡婦福祉団体等の運営指導

児童養護・ひとり親家庭支援担当 ４ 児童虐待防止対策の総合調整

５ 子どもの貧困対策の総合調整

６ 母子世帯小口資金貸付金に関すること

７ ひとり親家庭等医療費助成事業に関すること

８ ひとり親家庭等自立促進に関すること

９ 母子・父子自立支援員の指導に関すること

10 児童扶養手当に関すること
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（2）平成２８年度当初予算の状況

① 一 般 会 計
（単位：千円）

2 8 年 度 前 年 度 比 較

区 分 目 名 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 最終予算額 増 減 率 摘 要
Ａ

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ ×100
Ｂ

男女参画･人権課 青 少 年 58,372 54,434 60,863 3,938 107.2 ① 男女共同参画推進費 (4,372)

女性対策費 (61,534) (△3,162) (94.9) 男女共同参画社会の早期実現に向け，県民意識の

高揚を図る為の啓発等に要する経費

ア 男女共同参画社会啓発事業 3,870

(ｱ) 若年層からの「ストップ！ＤＶ」推進事業

2,000

イ 男女共同参画行政推進事業 502

② 男女共同参画交流センター運営費 (54,000)

男女共同参画を総合的に推進するための拠点施設

である「ときわプラザ（男女共同参交流ｾﾝﾀｰ）」を

運営するとともに，講座の開催等各種啓発事業や

相談事業などを実施するための経費

ア 運営事業 35,831

イ 推進事業 18,169

(ｱ)○新 フレアキャンパス開講事業 3,452

(ｲ)○新 輝く新未来へ！「女性のチカラ」応援事業

3,150

婦人保護費 48,608 47,824 47,750 784 101.6 ① 婦人相談所運営費 (32,447)

ア ＤＶ被害者自立支援事業 3,165

② 婦人保護施設運営費 (16,161)

男女参画･人権課 106,980 102,258 108,613 4,722 104.6

計 (109,358) (△2,378) (97.8)
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（単位：千円）

2 8 年 度 前 年 度 比 較

区 分 目 名 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 最終予算額 増 減 率 摘 要
Ａ

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ ×100
Ｂ

次 世 代 育 成 計画調査費 3,200 0 0 3,200 皆増 ① 地方創生の深化のための支援費 (3,200)

・ 青 少 年 課 ア○新 とくしま若者未来夢づくりｾﾝﾀｰ推進事業

青 少 年 244,244 242,451 245,382 1,793 100.7 ① 青少年健全育成対策費 (14,634)

女性対策費 青少年施策の基本指針である「とくしま青少年プ

ラン２０１２」に基づき,次代を担う青少年を健全

育成するための経費

ア 青少年育成連携推進費 3,470

(ｱ)○新 子ども･若者ｻﾎﾟｰﾄﾈｯﾄﾜｰｸ推進事業 3,470

イ 青少年育成県民運動費 3,458

ウ 青少年活動支援事業 7,583

② 青少年非行防止対策費 (5,020)

青少年に有害な環境の浄化を図るなど，非行防止

に向けた事業を推進するための経費

ア 青少年健全育成条例施行費 2,608

イ 非行防止運動推進費 812

ウ ユースサポーター活動促進事業 1,600

③ 青少年センター整備運営事業 (224,590)

ＰＦＩ事業の導入により再編整備した「とくぎん

トモニプラザ（青少年センター）」の対価及び施設

の維持管理・運営に要する経費

児 童 福 祉 3,551,008 3,019,729 3,424,877 531,279 117.6 ① 児童福祉法等施行事務費 (1,720,384)

総 務 費 (3,420,578) (130,430) (103.8) ア 児童手当市町村補助金 1,700,216

② 児童虐待防止等対策費 (146,685)

ア 児童虐待対応強化事業費 8,770

イ 児童家庭支援センター運営事業 11,544

ウ “ＳＴＯＰ児童虐待”児童相談所体制強化事業

15,819

エ 退所児童アフターケア事業 3,900

オ○新 退所児童自立支援資金貸付事業 102,312

③ 児童福祉振興費 (2,747)

保育士の資格登録に要する経費
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（単位：千円）

2 8 年 度 前 年 度 比 較

区 分 目 名 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 最終予算額 増 減 率 摘 要
Ａ

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ ×100
Ｂ

次 世 代 育 成 児 童 福 祉 ④ 児童健全育成対策費 (467,936)

・ 青 少 年 課 総 務 費 地域全体で子育て家庭の支援を促進するための経費

ア 放課後児童対策事業費 315,246

イ 地域少子化対策強化事業費 52,107

(ｱ)○新 結婚新生活支援費補助金 15,000

(ｲ) 産前･産後の母親相談事業 2,500

(ｳ) 親力アップ支援事業 2,000

(ｴ) ｲｸﾒﾝﾊﾟﾜｰｱｯﾌﾟﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 11,526

(ｵ)○新 子育て支援ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ利用促進事業 8,500

(ｶ) 地域の子育て力アップ事業 781

(ｷ) シニアによる子育て応援事業 1,800

(ｸ) 市町村補助金 10,000

ウ○新 とくしま結婚支援プロジェクト 57,000

エ 子育て総合支援センター運営費 7,884

オ 家族・地域のきずな連携事業 72

カ 放課後子ども総合ﾌﾟﾗﾝ推進事業 32,945

⑤ 保育事業振興費 (439,573)

ア 保育人材確保等推進事業 28,468

イ○新 保育士修学資金等貸付事業 411,105

⑥ 特別保育対策費 (696,300)

地域の実情に即した多様な保育サービスの充実に

要する経費

ア 子ども･子育て支援新制度推進交付金事業

75,000

(ｱ)○新 放課後児童クラブ利用料軽減事業 20,830

イ 阿波っ子はぐくみ保育料助成事業 185,890

ウ 地域子育て総合支援交付金事業 435,410

⑦ 児童相談所費 (46,105)

ア 里親委託推進・支援等事業 1,588

⑧ 一時保護所費 (27,873)

⑨ 子育て支援臨時特別対策費 (3,405)
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（単位：千円）

2 8 年 度 前 年 度 比 較

区 分 目 名 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 最終予算額 増 減 率 摘 要
Ａ

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ ×100
Ｂ

次 世 代 育 成 児童措置費 3,362,309 3,035,701 3,168,134 326,608 110.8 ① 児童保護措置費 (3,305,615)

・ 青 少 年 課 (3,040,981) (321,328) (110.6) ア 児童福祉施設措置児童保護費負担金

3,305,615

② 徳島学院費 (56,694)

母子福祉費 1,096,482 994,735 890,704 101,747 110.2 ① 母子福祉等対策費 (217,081)

母子・父子自立支援員を配置し，ひとり親家庭及

び寡婦の相談等の事業を実施するための経費

ア ひとり親家庭等医療費助成事業補助金 43,472

イ 母子世帯小口資金貸付金 1,100

ウ ひとり親家庭自立支援給付事業 23,122

エ ひとり親家庭等まるごと応援事業 20,014

オ ひとり親家庭就労専門支援事業 2,950

カ○新 高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

3,000

キ○新 ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業

97,700

② 児童扶養手当法施行費 (879,401)

父又は母と生計を共にしていない児童を養育して

いる父又は母等に対し，手当を支給するための経費

児 童 福 祉 789,076 0 17,010 789,076 皆増 ① 児童福祉施設整備事業費 (789,076)

施 設 費 ア 保育所整備事業費補助金 123,026

イ 認定こども園整備事業費補助金 660,384

ウ 児童館整備事業費補助金 5,666

次 世 代 育 成

・ 青 少 年 課 9,046,319 7,292,616 7,746,107 1,753,703 124.0

計 (7,698,745) (1,347,574) (117.5)

県 民 環 境 部 9,153,299 7,394,874 7,854,720 1,758,425 123.8

合 計 (7,808,103) (1,345,196) (117.2)

（注） 平成２７年６月定例会で補正予算額の計上があった場合については、「前年度当初予算額」欄、「比較」の中の「増減」欄
及び「率」欄それぞれの下段に（ ）書きで平成２７年６月補正後予算額等を計上しています。
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② 特 別 会 計
（単位：千円）

2 8 年 度 前 年 度 比 較

区 分 目 名 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 最終予算額 増 減 率 摘 要
Ａ

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ ×100
Ｂ

次 世 代 育 成 母 子 父 子 215,226 241,005 231,005 △25,779 89.3 ① 母子福祉資金貸付金 (185,164)

・ 青 少 年 課 寡 婦 福 祉 母子家庭の経済的自立の助成を図るための経費

資金貸付金 ア 貸付金 150,000

特 別 会 計 イ 県債償還金 23,110

② 父子福祉資金貸付金 (15,005)

父子家庭の経済的自立の助成を図るための経費

ア 貸付金 15,000

③ 寡婦福祉資金貸付金 (15,057)

寡婦の経済的自立の助成を図るための経費

ア 貸付金 15,000

県 民 環 境 部 215,226 241,005 231,005 △25,779 89.3

合 計

（注） 平成２７年６月定例会で補正予算額の計上があった場合については、「前年度当初予算額」欄、「比較」の中の「増減」欄

及び「率」欄それぞれの下段に（ ）書きで平成２７年６月補正後予算額等を計上しています。
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（3） 繰越明許費の状況

① 一 般 会 計
（単位：千円）

科 目 （目） 繰 越 額 事 業 名 及 び 繰 越 理 由

25,290 児童健全育成対策費 （理由）計画等に関する諸条件 25,290

次世代育成・青少年課

15,795 児童福祉施設整備事業費 （理由）計画等に関する諸条件 15,795

県 民 環 境 部 計 41,085
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(4) 重 点 事 業

① 男女共同参画社会づくりの推進

ア 男女共同参画社会の実現に向けて，「徳島県男女共同参画基本計画」に基づく各種施策を推進するとともに，男女共同参画講演会やイベ

ント等の啓発事業を開催，支援するなど，県民意識の高揚を図る。

イ 男女共同参画の総合的な推進拠点である「ときわプラザ（男女共同参画交流センター）」において，県民と協働し「フレアキャンパス開

講事業」を展開するとともに，｢輝く女性応援フェスティバル2016（仮称）｣を開催し，女性の活躍を推進する。
ウ 「配偶者暴力防止及び被害者保護に関する徳島県基本計画」に基づき，配偶者等からの暴力の根絶を目指し，若年層をも対象とした普及

啓発，被害者に配慮した相談体制・保護体制の充実，自立支援に取り組むとともに，関係機関等との連携を強化するなどＤＶ対策の推進を

図る。

② 次世代育成支援対策の推進

ア 「第２期徳島はぐくみプラン」に基づき，「子どもたちを大切に育み，子育ての喜びを分かち合える徳島」を目指し，少子化対策をより

一層強化するため，結婚，妊娠・出産，子育てまでの一貫した切れ目のない支援を実施する。

イ 平成２７年４月から本格施行された「子ども・子育て支援新制度」を円滑に実施するため，市町村との緊密な連携の下，待機児童解消に
向けた保育士確保や「小一の壁」の打破に向けた「放課後子ども総合プラン」の着実な推進など，地域の実情や子育て家庭の多様なニーズ

に応じた子育て環境の向上に努める。

ウ 増加する児童虐待問題に対応するため，こども女性相談センターの体制強化や広報・啓発事業などを実施するほか，虐待の早期発見・早

期対応を図るため，関係機関からなる市町村要保護児童対策地域協議会の活動を推進するとともに，県レベルでの要保護児童対策協議会を

活用し，関係機関相互の連携強化を図る。
エ 「徳島県ひとり親家庭等自立促進計画」に基づき，ひとり親が仕事と子育てを両立しながら自立し，子どもが将来に希望を持って健やか

に成長できる環境づくりに向けて，就業及び生活面における幅広い施策を総合的に推進する。

③ 青少年対策の推進

ア 「とくしま青少年プラン２０１２」に基づき，青少年の健全育成を積極的に推進するとともに，地域社会全体で次代を担う青少年の育成

に取り組む気運の醸成を図る。

イ 自立心や豊かな心を持った青少年の育成を図るとともに，青少年に有害な環境の浄化を図るなど，非行防止に向けた事業を推進する。

ウ ＰＦＩ事業の導入により，「県民への総合サービス拠点」として再編整備した「とくぎんトモニプラザ（青少年センター）」について，
青少年活動の中核拠点として魅力ある管理運営を行う。
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３ 商 工 労 働 観 光 部

(1) 組織図及び事務分掌

① 組 織 図

担当職員数２４名

部 長 企業支援課長 副 課 長 商業振興・経営支援担当 １０名

課 長 補 佐 甚 上 敏 宏

小 笠 恭 彦 山 川 誠 北 井 勢 司 課 長 補 佐 小 山 督 二

課 長 補 佐 住 友 健

課 長 補 佐 中 島 敏 雄
副 部 長 係 長 月 本 剛 司

係 長 鳥 海 祐 司

岡 田 徹

労働雇用戦略課長 副 課 長 就労支援戦略担当 ４名

課 長 補 佐 宮 本 尚 志

谷 口 右 也 桑 村 真由美 係 長 益 田 裕 行

産業人材育成センター所長 副 課 長 人材育成戦略担当 ３名

(労働雇用戦略課副課長本務)

第 十 道 広 桑 村 真由美 課 長 補 佐 中 道 信 子
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② 事 務 分 掌

○ 企業支援課

課 長 山 川 誠

副 課 長 北 井 勢 司

担 当 名 分 掌 事 務 担 当 者 名

課 長 補 佐 甚 上 敏 宏

課 長 補 佐 小 山 督 二

商 業 振 興 ・ １ 女性の創業支援に関すること 課 長 補 佐 住 友 健
経 営 支 援 担 当 課 長 補 佐 中 島 敏 雄

係 長 月 本 剛 司

係 長 鳥 海 祐 司

○ 労働雇用戦略課

課 長 谷 口 右 也

副 課 長 桑 村 真由美

担 当 名 分 掌 事 務 担 当 者 名

１ 働きやすい職場づくりに関すること

就労支援戦略担当 ２ 働く女性の活躍推進に関すること 課 長 補 佐 宮 本 尚 志

３ テレワークの推進に関すること 係 長 益 田 裕 行
４ 勤労者に対する融資制度に関すること

○ 産業人材育成センタ－
所 長 第 十 道 広

副 課 長 桑 村 真由美

担 当 名 分 掌 事 務 担 当 者 名

人材育成戦略担当 １ ウーマンビジネススクールに関すること 課 長 補 佐 中 道 信 子
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（2） 平成２８年度当初予算の状況

① 一 般 会 計
（単位：千円）

2 8 年 度 前 年 度 比 較

区 分 目 名 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 最 終 予 算 額 増 減 率 摘 要
Ａ

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ －×100
Ｂ

中 小 企 業 ①○新女性の創業加速化推進事業 (10,000)

企 業 支 援 課 10,000 0 8,000 10,000 皆増 女性の創業に向けた講座の開催及び経営に必要な

指 導 費 (2,000) (8,000) (500.0) 知識等を身につける場の運営に要する経費

企 業 支 援 課

10,000 0 8,000 10,000 皆増

計 (2,000) (8,000) (500.0)

① 次世代育成支援対策費 (7,350)

ア○新女性の潜在力ブラッシュアップ事業 3,000

再就職を希望する女性に対する基礎講習と職業

体験を組み合わせた講座等の実施に要する経費

イ テレワーク普及促進事業 2,350

e-ラーニング等を活用したテレワーカーの養成

及びテレワーカーが活躍できる仕事を企業に提案

労働雇用戦略課 労政 総 務費 657,350 650,000 658,500 7,350 101.1 するテレワークコーディネーターの育成に要する

(658,500) (△1,150) (99.8) 経費

ウ ファミリー・サポート・センター機能強化事業 2,000

会員向け病児･病後児預かり講習会等の経費

② 中小企業・雇用対策事業特別会計繰出金 (650,000)

労働雇用戦略課

657,350 650,000 658,500 7,350 101.1

計 (658,500) (△1,150) (99.8)
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（単位：千円）

2 8 年 度 前 年 度 比 較

区 分 会 計 名 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 最 終 予 算 額 増 減 率 摘 要
Ａ

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ －×100
Ｂ

産 業 人 材 転 職 職 業 ①○新ウーマンビジネススクール推進事業 （1,500）

1,500 0 0 1,500 皆増 県内大学との連携による管理職等を目指す女性に

育 成 セ ン タ ー 訓 練 費 対する講座の実施に要する経費

産 業 人 材

育 成 セ ン タ ー 1,500 0 0 1,500 皆増

計

商工労働観光部

668,850 650,000 666,500 18,850 102.9

合 計 (660,500) (8,350) (101.3)

（注） 平成２７年６月定例会で補正予算額の計上があった場合については、「前年度当初予算額」欄、「比較」の中の「増減」欄及び「率」欄

それぞれの下段に（ ）書きで平成２７年６月補正後予算額等を計上しています。
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② 特 別 会 計
（単位：千円）

2 8 年 度 前 年 度 比 較

区 分 会 計 名 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 最 終 予 算 額 増 減 率 摘 要
Ａ

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ －×100
Ｂ

① 次世代育成支援のための職場環境整備事業

（4,656）

一般事業主行動計画の策定等を支援し，働きやす

い職場環境の整備に要する経費

② 働き輝く！とくしまづくり応援事業 （1,480）

中小 企 業・ ワーク・ライフ・バランスの推進等に要する経費

労働雇用戦略課 雇用対策事業 1,306,690 1,307,817 1,307,817 △1,127 99.9

特 別 会 計 ③ 「働くパパママ」就業促進事業 （554）

はぐくみ支援企業の認証・表彰等に要する経費

④ 阿波っ子すくすくはぐくみ資金貸付金（650,000）

子育てを行う勤労者の教育資金等の低利融資に要

する経費

⑤ 一般会計繰出金 （650,000）

労働雇用戦略課

1,306,690 1,307,817 1,307,817 △1,127 99.9

計

商工労働観光部

1,306,690 1,307,817 1,307,817 △1,127 99.9

合 計

（注） 平成２７年６月定例会で補正予算額の計上があった場合については、「前年度当初予算額」欄、「比較」の中の「増減」欄及び「率」欄

それぞれの下段に（ ）書きで平成２７年６月補正後予算額等を計上しています。
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(3) 重 点 事 業

① 仕事と家庭の両立と人材の育成・確保

ア 子育てにやさしい職場環境づくりに取り組む企業等を認証・表彰するとともに，「働く女性応援ネットワーク会議」により，女性の

活躍やワーク・ライフ・バランスの推進を図る。

イ 育児や介護等による離職防止や働きやすい職場環境の整備のため，ＩＣＴを活用したテレワークをはじめとする多様な働き方を推進
する。

ウ 勤労者向け協調融資制度において，子育てに係る教育資金の支援を行い，経済的負担の軽減を図る。

エ 女性を対象とする，創業に必要な知識や実践的なビジネススキルに関する講座の開催等により，働く女性の活躍推進を図る。
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４ 県 土 整 備 部

(1) 組織図及び事務分掌

① 組 織 図

担当職員数 ９名

部 長 建設管理課長

原 一 郎 折 目 啓 介

副 部 長

楠 本 正 博

副 部 長

東 村 正 行 建設業振興指導室長 振興指導担当 ４名

室 長 補 佐 高 石 尚 文

角 元 仁 主 査 兼 係 長 藤 井 利 彦

② 事 務 分 掌

○ 建設管理課建設業振興指導室

室 長 角 元 仁

担 当 名 分 掌 事 務 担 当 者 名

１．建設産業の振興及び担い手確保・育成に関すること。 室 長 補 佐 高 石 尚 文
振 興 指 導 担 当

２．建設企業の指導及び監督に関すること。 主 査 兼 係 長 藤 井 利 彦
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(2) 繰越明許費の状況

① 一 般 会 計
（単位：千円）

科 目 （目） 繰 越 額 事 業 名 及 び 繰 越 理 由

計 画 調 査 費 4,860 地方創生加速化支援費 （理由）計画に関する諸条件 4,860

県 土 整 備 部 合 計 4,860

(3) 重 点 事 業

① 「建設産業の魅力発信」による担い手の確保・育成

「建設産業の最新技術」を紹介する出前講座や女性向けの現場見学会を開催するなど，建設産業の魅力発信を推進し，担い手の

確保・育成を図る。
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５ 病 院 局

(1) 組織図及び事務分掌

① 組 織 図

担当職員数 １３名

局 長 総務課長 副課長 政策調整担当 ５名

西 本 功 島 尾 竜 介 岡 本 光 弘 課 長 補 佐 三 宅 昭 夫

係 長 安 藝 和 代
係 長 林 耕 治

政策調査幹

阿 宮 広 明

人事給与担当 ４名
課 長 補 佐 山 本 佐緒里

係 長 安 田 悦 子
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② 事 務 分 掌

○ 総務課

課 長 島 尾 竜 介

副 課 長 岡 本 光 弘

担 当 名 分 掌 事 務 担 当 者 名

政 策 調 整 担 当 １．地域医療に関すること。 課 長 補 佐 三 宅 昭 夫

係 長 安 藝 和 代

係 長 林 耕 治

人 事 給 与 担 当 １．職員の人事に関すること。 課 長 補 佐 山 本 佐緒里

係 長 安 田 悦 子

(2) 重 点 事 業

① 地域医療対策の推進

「徳島県病院事業経営計画」に基づき，担うべき医療機能の強化・向上を進めるとともに，地域特性に応じた魅力ある病院づくりに努め，

「県民に支えられた病院として，県民医療の最後の砦となる」との，病院事業基本理念の実現を図る。
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６ 教 育 委 員 会

(1) 組織図及び事務分掌

① 組 織 図

担当職員数 ６７名

教 育 長 教育創生課長 副課長 高校再編担当 ４名
（うち１名兼務）

美 馬 持 仁 藤 井 博 久 原 孝 子 班 長 笠 原 高 志

副教育長
木 下 慎 次 主幹（六次化推進・高

校再編担当）

教育次長（高大連携・グロ 青 山 佳 裕
ーバル教育担当）

森 本 俊 明

教育次長（学力体力向上・
生徒指導担当） 教職員課長 副課長 小中学校人事担当 １１名

栗 洲 敬 司
儀 宝 修 喜 馬 和 人 統括管理主事 生 田 雅 和

統括管理主事 杉 本 恭 介
統括管理主事 濱 田 雅 子
統括管理主事 三屋田 朗 広

主幹（小中学校担当） 統括管理主事 木屋村 雅 信

湯 藤 義 文

主幹（県立学校担当） 県立学校人事担当 ６名

藤 川 正 樹 統括管理主事 宮 本 淳
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学校教育課長 副課長 義務教育推進担当 １０名

後 藤 浩 代 倉 橋 伸 寿 統括指導主事 坂 口 守

学力向上推進幹 高校教育推進担当 ５名

中 上 斉 統括指導主事 佐 山 哲 雄

高校・ｷｬﾘｱ教育担当室長 キャリア教育推進担当 ４名

桂 啓 人 班 長 加 茂 直 子

人権教育課 副課長

横 畠 道 彦 四 宮 哲 也

いじめ問題等対策室長 いじめ問題等対策室 ４名

湊 貴 司 班 長 中 﨑 誠
班 長 大 井 孝 一

生涯学習課長 副課長 社会教育担当 ４名

阿 部 淳 子 川 村 浩 史 統 括 社 会 教 育 主 事 青 山 貴 幸
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② 事 務 分 掌

○ 教 育 創 生 課

課 長 藤 井 博

主幹(六次化推進・高校再編担当) 青 山 佳 裕

副 課 長 久 原 孝 子

担 当 名 分 掌 事 務 担 当 者 名

高 校 再 編 担 当 １．高校再編に関すること。 班 長 笠 原 高 志

○ 教 職 員 課

課 長 儀 宝 修

主幹（小中学校担当） 湯 藤 義 文
主幹（県立学校担当） 藤 川 正 樹

副 課 長 喜 馬 和 人

担 当 名 分 掌 事 務 担 当 者 名

小中学校人事担当 １．担当管区内学校管理運営，人事関係等に関すること。 統括管理主事 生 田 雅 和

統括管理主事 杉 本 恭 介

統括管理主事 濱 田 雅 子

統括管理主事 三屋田 朗 広

統括管理主事 木屋村 雅 信

県立学校人事担当 １．担当管区内学校管理運営，人事関係等に関すること。 統括管理主事 宮 本 淳
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○ 学 校 教 育 課

課 長 後 藤 浩 代

学力向上推進幹 中 上 斉
高校・ｷｬﾘｱ教育担当室長 桂 啓 人

副 課 長 倉 橋 伸 寿

担 当 名 分 掌 事 務 担 当 者 名

義務教育推進担当 １．地域と連携した学校教育（小中）に関すること。 統括指導主事 坂 口 守

高校教育推進担当 １．地域と連携した学校教育（高校）に関すること。 統括指導主事 佐 山 哲 雄

ｷｬﾘｱ教育推進担当 １．地域と連携した学校教育（高校）に関すること。 班 長 加 茂 直 子

○ 人 権 教 育 課

課 長 横 畠 道 彦

いじめ問題等対策室長 湊 貴 司

副 課 長 四 宮 哲 也

担 当 名 分 掌 事 務 担 当 者 名

いじめ問題等対策担当 １．いじめ問題等の対策に関すること。 班 長 中 﨑 誠

班 長 大 井 孝 一

○ 生 涯 学 習 課

課 長 阿 部 淳 子

副 課 長 川 村 浩 史

担 当 名 分 掌 事 務 担 当 者 名

社 会 教 育 担 当 １．学校・家庭・地域が連携した教育に関すること。 統 括 社 会 教 育 主 事 青 山 貴 幸
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（2）平成２８年度当初予算の状況

① 一 般 会 計
（単位：千円）

2 8 年 度 前 年 度 比 較

区 分 目 名 当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 最終予算額 増 減 率 摘 要
Ａ

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ ×100
Ｂ

人 権 教 育 課 教育指導費 74,064 71,950 71,950 2,114 102.9 ① 生徒指導費 (74,064)

ア 生徒指導費 1,235

イ 学校問題解決支援チーム派遣事業 777

ウ いのちと心のサポート事業 71,826

エ ２１世紀を担う高校生健全育成推進事業

226

人 権 教 育 課

74,064 71,950 71,950 2,114 102.9

計

生 涯 学 習 課 社 会 教 育 64,928 48,916 50,408 16,012 132.7 ① 家庭教育支援費 (3,031）

総 務 費 (49,446) (15,482) (131.3) ア○新家庭教育推進・強化事業 3,031

② 青少年教育費 (61,897)

ア 放課後子供教室推進事業 54,863

イ 地域ぐるみの学校支援事業 5,124

ウ 週末等の教育支援体制構築事業 1,910

生 涯 学 習 課

64,928 48,916 50,408 16,012 132.7

計 (49,446) (15,482) (131.3)

教 育 委 員 会

138,992 120,866 122,358 18,126 115.0

合 計 (121,396) (17,596) (114.5)

（注） 平成２７年６月定例会で補正予算額の計上があった場合については、「前年度当初予算額」欄、「比較」の中の「増減」欄

及び「率」欄それぞれの下段に（ ）書きで平成２７年６月補正後予算額等を計上しています。
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(3) 繰越明許費の状況

① 一般会計
（単位：千円）

科 目 （目） 繰 越 額 事 業 名 及 び 繰 越 理 由

社 会 教 育 総 務 費 9,000 青少年教育費 （理由）計画等に関する諸条件 9,000

教 育 委 員 会 合 計 9,000

-37-



(4) 重 点 事 業

① 学校教育の充実

ア 高校再編に当たっては，教育活動の基盤となる学校規模を確保するとともに，教育内容の充実や教育環境の整備を図ることにより，活

力と魅力ある学校づくりを進める。

イ 県内の小学校・中学校において，少人数学級，少人数グループ指導やティームティーチング指導などを効果的に組み合わせた多様な方

策による指導の一層の充実を図る。

② 地域ぐるみの教育の推進

地域住民の教育支援活動への参画を通して，地域ぐるみで取り組む教育を推進する。

③ 生徒指導の充実

ア 一人一人の心の琴線にふれる学習活動を通して,自らが主体となって自己の生き方について考えを深め,自他の生命を守り育てる教育を推

進する。
イ スクールカウンセラー,スクールソーシャルワーカー等外部人材を活用した教育相談体制の充実を図る。

ウ 関係機関との連携を強化し,児童生徒の問題行動の未然予防に努めるとともに,生徒指導体制の充実を図る。
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７ 警 察 本 部

(1) 組織図及び事務分掌

① 組 織 図

担当職員数 ２６名

生活安全部長 少年女性安全対策課長 人身安全対策官兼少年事件管理官兼次長 少年事件担当 ６名

久 次 米 昌 弘 生 原 敬 吉 田 直 正 指導官 栗 本 信 邦

少年補導・支援・相談担当 ３名

課長補佐 大 下 薫

人身安全対策担当 ７名

指導官 熊 野 宏 明

子ども・女性安全対策担当 ７名
課長補佐 野 上 敦 司
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② 事 務 分 掌

○ 生活安全部

課 長 生 原 敬

人 身 安 全 対 策 官 兼

少年事件管理官兼次長 吉 田 直 正

担 当 名 分 掌 事 務 担 当 者 名

少年女性安全対策課 １．少年非行の防止に関すること 指 導 官 栗本信邦(少年事件担当)

２．少年補導に関すること 課長補佐 大下 薫(少年補導･支援･相談担当)

３．少年事件の捜査及び少年の福祉を害する犯罪の取締りに関すること 指 導 官 熊野宏明(人身安全対策担当)
４．犯罪その他少年の健全な育成を阻害する行為に係る被害少年の保護に関すること 課長補佐 野上敦司(子ども・女性安全対策担当)

５．人身安全関連事案対策に関すること（他の課の所掌に属するものを除く。）

(2) 重 点 事 業

① 少年非行防止・保護総合対策の推進

関係機関・団体と連携し，少年の立ち直り支援活動や街頭補導活動を行うなど，「非行少年を生まない社会づくり」を推進する。
② 人身安全関連事案への的確かつ総合的な対応

関係機関・団体と連携し，人身安全関連事案である児童虐待事案に関し，積極的に通告を実施するなど，児童の安全確保を最優先した活動

を推進する。
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